
＜実現可能性の検討基準＞

提案件数評 価 対応する提案内容

（ ）事業数

。①実現可能性のある ・提案された内容そのままで事業化が可能な提案

事業 ・または、提案された内容の趣旨を踏まえ、一部 ３８

変更してすることで事業化が可能な提案。 (３１)

※事業費は各部（課）で再積算

②１９年度の実施が ・現時点では判断できない事項があるなどの理由

困難であるが２０ により、２０年度以降の実施に向けて検討する ２５

年度以降の事業化 提案 ２４提案 (１９)（ ）

に向けて検討す

る。

③法令等の制限があ ・法令等の制限があり、事業化が不可能な提案

（ ）るため、事業化が １１提案

困難

④提案された事業 ・提案された事業が、既に国、県、市町村、その

が、既に国、県、 他団体等で実施されており、それら事業を継続

市町村で実施され して実施、活用することで対応する提案

（ ）ている １４７提案

⑤事業費が膨大で基 ・県で試算する事業費が膨大な金額となり、基金 ２８９

（ ）金での対応が困難 で対応するのは適当でない提案 ２３提案

⑥県以外(国、市町 ・法令等の定め、事業の性格から、県が事業を行

（ ）村､民間団体)が主 なうことが適当でない提案 １２２提案

体となって実施す

ることが適当な事

業

⑦提案が抽象的で広 ・抽象的な提案で具体性がないため、提案内容か

範囲にわたるた ら事業化・積算が困難な提案 （１５提案）

め、事業化・積算

が困難

⑧その他 ※上記③～⑦以外の理由で、事業化が困難な提案

（ ）７７提案

合 計 ３５２


